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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(１）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税（以下、消費税とは地方消費税を含む。）を含んでおりません。 

２．第20期中及び第20期、第21期中及び第21期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在するものの、１株当たり中間（当期）純損失であるため、また、第22期中の潜在株式調

整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。 

３．第20期は決算期変更により平成16年10月１日から平成17年８月31日までの11ヶ月となっております。 

回次  第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
８月31日 

売上高（千円） 7,700,577 9,717,449 4,785,967 16,695,531 18,586,003 

経常利益または損失（△） 

（千円） 
△324,240 △322,127 △2,264,898 445,799 △1,942,846 

中間（当期）純損失（千円） 3,870,400 378,157 2,558,368 4,130,302 1,440,995 

純資産額（千円） △3,050,667 482,510 △1,258,911 698,546 △602,246 

総資産額（千円） 26,516,790 22,077,567 14,102,049 20,293,366 17,013,723 

１株当たり純資産額（円） △43.16 5.57 △12.70 8.12 △6.95 

１株当たり中間（当期）純損失

（円） 
91.44 4.37 27.50 70.46 16.64 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） △11.5 2.2 △8.9 3.4 △3.5 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△8,656,283 △2,910,260 △2,619,468 △8,323,183 △1,599,963 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
4,451 79,502 1,893,667 68,990 △1,274,223 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
9,118,536 2,695,965 71,500 5,073,076 3,362,465 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
5,625,068 1,857,418 1,826,531 1,986,222 2,480,535 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

205 

[28]

214 

[28]

128 

[12]

210 

[28]

151 

[16]



（２）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税を含んでおりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．第20期は決算期変更により平成16年10月１日から平成17年８月31日までの11ヶ月となっております。 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
８月31日 

売上高（千円） 6,223,436 8,100,081 4,716,218 13,952,869 15,373,828 

経常利益または損失（△） 

（千円） 
△494,423 △590,447 △2,327,954 158,097 △2,418,420 

中間（当期）純損失（千円） 3,972,711 430,273 2,465,396 4,364,833 1,182,397 

資本金（千円） 12,436,964 1,076,923 2,076,923 14,430,956 1,076,923 

発行済株式総数（株） 70,678,006 86,608,121 99,108,121 86,016,405 86,608,121 

純資産額（千円） △3,270,018 78,823 △1,258,911 346,976 △695,218 

総資産額（千円） 25,998,111 21,056,465 14,102,049 19,763,224 16,980,357 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） △12.6 0.4 △8.9 1.8 △4.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

135 

[18]

134 

[16]

128 

[12]

140 

[18]

138 

[16]



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において連結子会社であった株式会社ギャガ・デジタルブレイン（平成19年２月28日付で

「マインドベース株式会社」へ社名変更しております。）は、平成19年２月23日をもって当社が保有する全株式

を売却したため、平成19年２月28日をもって連結の範囲から除外しております。 

４【従業員の状況】 

(１）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（契約社員11人及び受入出向社員22人を含み、他社への出向社員10人を除いておりま 

     す。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は（ ）内に当中間

     連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

   ２．従業員数が前中間連結会計期間と比べ86名減少しましたのは、前中間連結会計期間において連結子会社であっ

     た株式会社ギャガ・クロスメディアマーケティング及びその子会社である株式会社キネマ旬報社の当社保有全

     株式を平成18年８月18日をもって株式会社ＵＳＥＮへ売却したこと、また、当中間連結会計期間において連結

     子会社であった株式会社ギャガ・デジタルブレイン（平成19年２月28日付で「マインドベース株式会社」へ社

     名変更しております。）の当社保有全株式を平成19年２月23日をもって売却したことにより、それぞれ連結の

     範囲から除外したことによるものであります。 

(２）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員（契約社員11人及び受入出向社員22人を含み、他社への出向社員10人を除いております。）

    であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は（ ）内に当中間会計期間

    の平均人員を外数で記載しております。 

(３）労働組合の状況 

 現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年２月28日現在

事業部門名 従業員数（人） 

映像コンテンツプロバイダー事業 109 （12） 

管理部門 19 （－） 

合計 128 （12） 

  平成19年２月28日現在

従業員数（人）  128   （12） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(１)業績 

当中間連結会計期間（自平成18年９月１日至平成19年２月28日）におけるわが国の経済状況は、消費に弱さがみ

られるものの、企業の設備投資は増加し、回復基調にあります。 

 このような状況の下、当中間連結会計期間において当社グループは平成18年７月に新設付加したＤＶＤ／ビデオ

の自社販売部門よりＤＶＤを販売し、映像コンテンツの買付・製作、劇場配給、ＤＶＤ／ビデオの発売・販売、テ

レビ放映権の販売、インターネット配信までを一貫して自社で取り扱うフルラインビジネスモデル体制が機能し始

めました。またＵＳＥＮグループの持つインフラとの連携強化を進め、メディアミックス型の作品宣伝プロモーシ

ョン等を展開し、再建に向け積極的に取り組んでまいりました。 

 しかしながら、「ヒットは水物」と言われる映画業界において定石が存在しないことや、当社のフルラインビジ

ネスモデル体制が始動し始めたばかりで、まだ発展途上であることにより、当中間連結会計期間の売上高は47億85

百万円（前年同期比50.7％減）、営業損失は22億４百万円（前年同期は営業損失１億45百万円）となりました。ま

た、支払利息及び金融手数料を圧縮したものの、経常損失は22億64百万円（前年同期は経常損失３億22百万円）と

なりました。なお、連結子会社である株式会社ギャガ・デジタルブレイン（平成19年２月28日付で「マインドベー

ス株式会社」へ社名変更しております。）の株式の売却による特別利益を計上したものの、中間純損失は25億58百

万円（前年同期は中間純損失３億78百万円）となりました。 

事業部門別の売上高の状況は以下のとおりであります。 

＜映像コンテンツプロバイダー事業＞ 

[映画配給事業] 

当中間連結会計期間の映画配給事業は、今期より自社製作邦画４作品「バックダンサーズ！」、「手紙」、「地

下鉄（メトロ）に乗って」、「天国は待ってくれる」を新規全国チェーン公開しました。「手紙」は興行収入10億

円を超えるヒットとなりましたが、他作品は計画に届きませんでした。 

  また洋画では「Ｓａｄ Ｍｏｖｉｅ ＜サッド・ムービー＞」を全国チェーン公開いたしましたが、こちらも計画

には届きませんでした。 

  ミニシアター公開作品については６作品を新規に公開しました。「めぐみ ―引き裂かれた家族の30年」が全国

で興行収入1.3億円を超えるヒットとなり、現在も続映していますが、他作品は計画に届きませんでした。 

  その結果、当事業の売上高は15億57百万円（前年同期比46.6％減）となりました。 

[映像版権事業] 

平成18年（１月～12月）のビデオソフト総売上は、「レンタル店用」は前年同期比102.4%であったものの「販売

用」が低価格化の影響もあり前年同期比84.5%と落込み、3,308億円（前年同期比89.2%）との結果でした。 

  当該市況の中、当中間連結会計期間の映像版権事業は、全国公開作品では「イーオン・フラックス」、単館拡大

公開作品では「ハイジ」、「トム・ヤム・クン!」、「ぼくを葬（おく）る」などをリリースした他、自社発売作品

として「ナイロビの蜂」、「初恋」、「マンダレイ」、「リトル・ランナー」などを発売しました。 

  また、自社販売機能も整備本格化し、２月には自社製作作品「バックダンサーズ！」とビデオストレート作品

「ゴーストライト」の２作品を自社販売して売上に貢献しました。 

 しかしながら、前年に比べ全国公開作品のＤＶＤ発売数が減少しており、売上高は減収となっております。 

  その結果、当事業の売上高は31億58百万円（前年同期比39.0%減）となりました。 

＜マーケティング＆システムソリューション事業＞ 

当中間連結会計期間のマーケティング＆システムソリューション事業は、映像コンテンツに関わる業態向けの

“リサーチ＆マーケティング”を中心とした営業活動により、堅調に推移いたしました。 

 また、システムソリューション事業に関しても、グループ会社以外の映像コンテンツ企業に対して管理業務支援

を中心とするシステムの外販営業を開始し、事業基盤の強化を図ってまいりました。 

 その結果、当事業の売上高は69百万円（前年同期比49.1％増）となっております。 

 なお、マーケティング＆システムソリューション事業を担っております株式会社ギャガ・デジタルブレイン（平

成19年２月28日付で「マインドベース株式会社」へ社名変更しております。）については、平成19年２月23日をも

って当社が保有する全株式を売却しているため、平成19年２月28日をもって連結の範囲から除外しております。 



(２)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、連結子会社の株式を売却したこ

と及び第三者割当増資の実施による増加がありましたが、税金等調整前中間純損失が25億５百万円となったこと及

び借入金の返済により資金が減少したため、前連結会計年度末に比べ６億54百万円減少し、当中間連結会計期間末

には18億26百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、26億19百万円（前年同期比２億90百万円減）となりました。これは、主に税金

等調整前中間純損失が25億５百万円となったこと、また未収入金が13億28百万円増加し、共同買付立替金が９億94

百万円減少したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、18億93百万円（前年同期比18億14百万円増）となりました。これは、主に連結

子会社株式の売却による収入20億27百万円、本社移転に伴う敷金及び保証金の差入れによる支出２億80百万円など

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、71百万円（前年同期比26億24百万円減）となりました。これは、短期借入金の

純減少額９億80百万円及び長期借入金の返済による支出９億41百万円と株式発行に伴う収入19億93百万円によるも

のであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(１）仕入実績 

 当社グループ（当社及び当社の連結子会社、以下同じ。）は、劇場権、ＤＶＤ／ビデオ版権、テレビ版権等の映

像使用権を主に海外から単独又は他社と共同で購入しております。また、当社グループがプロデュースを行い、制

作工程のすべてを他社に委託して制作したコンテンツを完成品として単独又は共同で購入しております。 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

   ２．「放送事業」及び「出版事業」については、同事業を担っていた株式会社ギャガ・クロスメディアマーケテ 

     ィング及びその子会社である株式会社キネマ旬報社の当社保有全株式を平成18年８月18日をもって株式会社 

     ＵＳＥＮへ売却したため、前連結会計年度末より連結の範囲から除外しております。 

(２）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりません。 

(３）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

   ２．「放送事業」及び「出版事業」については、同事業を担っていた株式会社ギャガ・クロスメディアマーケテ 

     ィング及びその子会社である株式会社キネマ旬報社の当社保有全株式を平成18年８月18日をもって株式会社 

     ＵＳＥＮへ売却したため、前連結会計年度末より連結の範囲から除外しております。 

事業部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前年同期比（％） 

映像コンテンツプロバイダー事業（千円） 5,303,869 87.5 

マーケティング＆システムソリューション事業（千円） 24,210 254.9 

合計（千円） 5,328,080 76.7 

事業部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前年同期比（％） 

映像コンテンツプロバイダー

事業 

映画配給事業（千円） 1,557,542 53.4 

映像版権事業（千円） 3,158,668 61.0 

小計（千円） 4,716,210 58.3 

マーケティング＆システムソリューション事業（千円） 69,756 149.1 

合計（千円） 4,785,967 49.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、当社グループの主要な経営資源である映像使用権の有効活用を図るため、映画を核に据えたトー

タル映像コンテンツプロバイダを目指し、国内外の良質な映像コンテンツの買付・製作及び販売を事業目的としてお

ります。今後においてもこのような事業目的達成のため、また一日も早い業績回復を目指し、下記のような事項に取

り組んでいく方針であります。 

（１）ＵＳＥＮグループとのシナジー効果について 

   当社グループは、ＵＳＥＮグループの一員として、ＵＳＥＮグループ各社の保有するインフラ、及びＵＳＥＮ

   グループ社員との連携を更に積極的に進め、グループシナジーを発揮し、当社の映像コンテンツの収益機会の

   大化を図ってまいります。 

（２）フルラインビジネスモデルの運用強化について 

   映像コンテンツの買付・製作、劇場配給、ＤＶＤ／ビデオの発売・販売、テレビ放映権の販売、インターネッ

   ト配信までを一貫して自社で取り扱うフルラインビジネスモデル体制を更に発展・確立し、各市場に適した戦

   略を機動的に展開することにより、お客様が映像コンテンツを楽しむ機会の拡大と、当社のビジネスチャンス

   の拡大を目指し、宣伝効率・営業効率の向上を図ってまいります。 

（３）コンプライアンスへの取り組みについて 

   当社グループは、主要な事業として映像コンテンツという知的財産を扱う事業を行っております。一般的に知

   的財産に関しては有形の資産と比較して意図せざる権利侵害等が起きやすい性質を有しております。そのため

   当社内に設置している「コンプライアンス管理委員会」が株式会社ＵＳＥＮが社内に設置する「コンプライア

   ンス委員会」との連携を図りつつ、当社グループとして権利関係の管理を徹底し、コンプライアンス体制の一

   層の強化を図ってまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、特に記載すべき事項はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、特に記載すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）平成19年４月19日開催の株主総会決議により、平成19年４月19日付で定款の変更が行われ、発行可能株式総数は 

   240,000,000株増加し、396,000,000株となっております。 

②【発行済株式】 

（注）平成18年10月11日付で、株式会社ＵＳＥＮと株式交換を実施し同社の完全子会社となったことにより、株式会社大

   阪証券取引所（ヘラクレス市場）上場廃止（株式最終取引日平成18年10月10日）となりました。 

(２）【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

(３）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

(４）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１. 平成18年11月28日に第三者割当増資を行っております。 

割当先    （株）ＵＳＥＮ  

             12,500,000株 

発行価格           160円 

資本組入額          80円 

払込金総額 2,000,000千円 

      ２．平成19年５月30日に第三者割当増資を行っております。 

割当先 （株）アルメックス 

       70,989,115株 

発行価格        42.26円 

資本組入額       21.13円 

払込金総額 3,000,000千円 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 156,000,000 

計 156,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年２月28日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年５月31日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 99,108,121 170,097,236      非上場（注） － 

計 99,108,121 170,097,236 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年11月28日  

（注）１ 
12,500,000 99,108,121 1,000,000 2,076,923 1,000,000 1,076,923 



(５）【大株主の状況】 

（注）株式会社ＵＳＥＮは、平成19年３月５日に東京都港区赤坂九丁目７番１号へ本社移転を行っております。 

(６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）１.最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

    ２.平成18年10月11日付で、株式会社ＵＳＥＮの完全子会社となったことにより上場廃止となったことに伴い、最 

         終取引日である平成18年10月10日までの株価について記載しております。 

  平成19年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＵＳＥＮ 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 99,108 100.00 

計 － 99,108 100.00 

  平成19年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式 99,108,121  99,108,121 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 99,108,121 － － 

総株主の議決権 － 99,108,121 － 

  平成19年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

－ －         －   －   －   －

計 －   －   －   －   －

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

最高（円） 182 152 － － － － 

最低（円） 136 132 － － － － 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

 （１）退任役員 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役 －  佐藤 英志 平成19年５月31日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(１)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省  

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(２)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）の中間財務諸表につ

いては監査法人トーマツにより中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の中間財務諸表に

ついては三優監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間 監査法人トーマツ 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間 三優監査法人  



１【中間連結財務諸表等】 

(１）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金    1,857,418 1,826,531   2,480,535 

２．受取手形及び売  
掛金 

   3,662,322 1,619,659   1,365,322 

３．たな卸資産 ※２  8,404,905 3,691,220   4,224,702 

４．前渡金    1,287,607 1,739,990   2,164,090 

５．繰延税金資産    153,023 －   － 

６．共同買付立替金    626,810 586,498   1,581,105 

７．立替金    － 922,860   1,497,383 

８．未収入金    3,539,028 2,241,468   2,584,727 

９．その他    1,285,726 638,213   303,777 

10．貸倒引当金    △227,850 △278,949   △243,406 

流動資産合計    20,588,991 93.3 12,987,493 92.1   15,958,239 93.8

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１  30,274 3,630   9,432 

２．無形固定資産    19,003 14,473   14,743 

３．投資その他の資
産 

         

   （1）投資有価証 
  券      

  －   713,580 920,375   

   （2）破産更生債 
   権等 

  1,058,344   1,054,398 1,054,398   

  （3）その他 ※２ 1,459,802   402,751 131,037   

   （4）貸倒引当金   △1,078,849 1,439,297 △1,074,278 1,096,451 △1,074,503 1,031,307 

固定資産合計    1,488,576 6.7 1,114,556 7.9   1,055,483 6.2

資産合計    22,077,567 100.0 14,102,049 100.0   17,013,723 100.0

           

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金    2,470,498 1,235,576   2,265,934 

２．短期借入金 ※２   8,743,000 7,628,000   9,479,500 

３．未払金    908,229 1,304,863   743,125 

４．前受金    3,134,738 1,139,761   1,086,969 

５．共同買付預り金    2,580,914 1,737,449   942,531 

６．預り金    － 824,097   1,419,129 

７．賞与引当金    74,062 41,901   57,128 

８．返品調整引当金    81,569 8,438   6,075 

９．その他    1,110,095 123,659   148,882 

流動負債合計    19,103,107 86.5 14,043,749 99.6   16,149,277 94.9

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金    1,440,000 1,300,000   1,370,000 

２．退職給付引当金    63,648 14,890   18,393 

３．その他    98,061 2,321   78,299 

固定負債合計    1,601,709 7.3 1,317,211 9.3   1,466,692 8.6

負債合計    20,704,817 93.8 15,360,961 108.9   17,615,969 103.5

           

（少数株主持分）          

少数株主持分    890,239 4.0 － －   － －

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金    1,076,923 4.9 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金    76,923 0.3 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金    △791,551 △3.5 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

   120,403 0.5 － －   － －

Ⅴ 自己株式    △188 △0.0 － －   － －

資本合計    482,510 2.2 － －   － －

負債、少数株主持
分及び資本合計 

   22,077,567 100.0 － －   － － 

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金    － － 2,076,923 14.7   1,076,923 6.3

２．資本剰余金    － － 1,076,923 7.6   76,923 0.5

３．利益剰余金    － － △4,412,758 △31.2   △1,854,389 △10.9

４．自己株式    － － － －   △188 △0.0

株主資本合計    － － △1,258,911 △8.9   △700,731 △4.1

Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券 
評価差額金 

   － － － －   98,484 0.6

評価・換算差額等
合計 

   － － － －   98,484 0.6

純資産合計    － － △1,258,911 △8.9   △602,246 △3.5

負債純資産合計    － － 14,102,049 100.0   17,013,723 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    9,717,449 100.0 4,785,967 100.0   18,586,003 100.0 

Ⅱ 売上原価    8,290,475 85.3 5,861,563 122.4   16,875,815 90.8

売上総利益又は売
上総損失(△) 

   1,426,974 14.7 △1,075,595 △22.4   1,710,187 9.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,572,294 16.2 1,128,726 23.6   3,182,293 17.1

営業損失    145,320 △1.5 2,204,321 △46.0   1,472,105 △7.9

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   282   3,734 579   

２．受取配当金   －   14,473 2,055   

３．受取手数料   －   18,816 7,502   

４．デリバティブ利益   11,219   1,222 －   

５．為替差益   9,859   70 14,258   

６．保険解約返戻金   30,132   － 30,132   

７．その他   17,404 68,898 0.7 1,750 40,066 0.8 47,990 102,518 0.5

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   119,464   76,116 198,872   

２．支払手数料   122,723   12,971 343,287   

３．デリバティブ損失   －   － 720   

４．新株発行費   230   － 230   

５. 株式交付費   －   10,889 －   

６．その他   3,287 245,706 2.5 666 100,642 2.1 30,148 573,259 3.1

経常損失    322,127 △3.3 2,264,898 △47.3   1,942,846 △10.5

Ⅵ 特別利益          

１．前期損益修正益   －   112,242 －   

２．貸倒引当金戻入益   1,893   3,714 1,256   

３．投資有価証券売却
益 

  －   120,364 －   

４．関係会社株式売却
益 

  304,089 305,982 3.1 332,612 568,933 11.8 1,045,709 1,046,966 5.7

Ⅶ 特別損失          

  １．映像使用権の償却
 方法の変更に伴う
 損失 

  －   787,867 －   

２．前期損益修正損   －   12,648 －   

３．固定資産除却損 ※２ －   － 829   

４. 事業所移転費用   1,243   － 1,243   

５. 劇場公開中止損
失  

  288,836   － 288,836   

６. その他   8,274 298,355 3.0 9,262 809,778 16.9 4,819 295,729 1.6

  税金等調整前中間
（当期）純損失 

   314,500 △3.2 2,505,743 △52.4   1,191,610 △6.4

法人税、住民税及
び事業税 

  5,479   52,625 25,598   

法人税等調整額   － 5,479 0.1 － 52,625 1.1 135,607 161,205 0.9

少数株主利益    58,176 0.6 － －   88,179 0.5

中間（当期）純損
失 

   378,157 △3.9 2,558,368 △53.5   1,440,995 △7.8

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     8,993,991 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

 増資による新株の発行   76,923 76,923 

Ⅲ 資本剰余金減少高       

欠損てん補による資本剰余 

金減少高 
  8,993,991 8,993,991 

Ⅳ 資本剰余金中間期末残高     76,923 

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △22,838,342 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

資本金取崩しによる利益剰 

余金増加高 
  13,430,956   

資本準備金取崩しによる利

益剰余金増加高 
  8,993,991 22,424,948 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

 中間純損失   378,157 378,157 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高     △791,551 

        



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

1,076,923 76,923 △1,854,389 △188 △700,731 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 1,000,000 1,000,000 － － 2,000,000 

中間純損失 － － △2,558,368 － △2,558,368 

自己株式の処分 － － － 188 188 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,000,000 1,000,000 △2,558,368 188 △558,180 

平成19年２月28日 残高 
（千円） 

2,076,923 1,076,923 △4,412,758 － △1,258,911 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

98,484 98,484 △602,246 

中間連結会計年度中の変動額      

新株の発行 － － 2,000,000 

中間純損失 － － △2,558,368 

自己株式の処分 － － 188 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間
中の変動額（純額） 

△98,484 △98,484 △98,484 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△98,484 △98,484 △656,665 

平成19年２月28日 残高 
（千円） 

－ － △1,258,911 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年８月31日 残高（千円） 14,430,956 8,993,991 △22,838,342 △188 586,417 

連結会計年度中の変動額          

新株予約権の行使による新株の
発行 

76,923 76,923 － － 153,846 

当期純損失 － － △1,440,995 － △1,440,995 

欠損補填による資本金の減少 △13,430,956 － 13,430,956 － － 

欠損補填による資本剰余金取崩 － △8,993,991 8,993,991 － － 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△13,354,033 △8,917,068 20,983,953 － △1,287,149 

平成18年８月31日 残高（千円） 1,076,923 76,923 △1,854,389 △188 △700,731 

 
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年８月31日 残高（千円） 112,128 112,128 476,152 1,174,698 

連結会計年度中の変動額        

新株予約権の行使による新株の  
発行 

－ － － 153,846 

当期純損失 － － － △1,440,995 

欠損補填による資本金の減少 － － － － 

欠損補填の為の資本剰余金取崩 － － － － 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△13,643 △13,643 △476,152 △489,796 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△13,643 △13,643 △476,152 △1,776,945 

平成18年８月31日 残高（千円） 98,484 98,484 － △602,246 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ 

    ュ・フロー 
  

税金等調整前中間（当

期）純損失 
  △314,500 △2,505,743 △1,191,610 

減価償却費   7,466 5,091 15,277 

受取利息及び受取配当金   △882 △18,207 △2,634 

支払利息   119,464 76,116 198,872 

デリバティブ損益   △11,219 △1,222 720 

映像使用権の償却方法の

変更に伴う損失 
  ― 787,867 ― 

前期損益修正益   ― △112,242 ― 

関係会社株式売却益   △304,089 △332,612 △1,045,709 

売上債権の増加額（△）

又は減少額 
  276,158 △330,361 1,920,319 

たな卸資産の増加額

（△）又は減少額 
  1,405,416 △120,591 5,503,946 

前渡金の増加額（△）又

は減少額 
  173,214 422,100 △784,106 

立替金の増加額（△）又

は減少額 
  △603,606 574,522 △1,465,585 

共同買付立替金の増加額

（△）又は減少額 
  △541,304 994,607 △1,495,598 

未収入金の増加額（△）

又は減少額 
  △1,701,892 △1,328,700 906,726 

仕入債務の減少額   △413,157 △1,036,102 △334,586 

未払金の増加額又は減少

額（△） 
  △824,347 601,485 △907,691 

前受金の増加額又は減少

額（△） 
  △1,076,930 23,102 △3,094,663 

預り金の増加額又は減少

額（△） 
  574,912 △594,121 1,146,222 

共同買付預り金の増加額

又は減少額（△） 
  1,128,260 794,917 △510,122 

その他   △680,947 △432,300 △257,724 

小計   △2,787,983 △2,532,393 △1,397,947 

利息及び配当金の受取額   880 18,207 2,634 

利息の支払額   △102,887 △74,787 △172,002 

法人税等の支払額   △20,269 △30,494 △32,648 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △2,910,260 △2,619,468 △1,599,963 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ 

    ュ・フロー 
        

投資有価証券の取得によ

る支出 
  △600,000 ― △600,000 

投資有価証券の売却によ

る収入 
  ― 146,637 ― 

連結の範囲の変更を伴う

子会社株式の売却による

収入又は支出（△） 
  ― 2,027,745 △1,347,517 

連結子会社株式売却によ

る収入 
  660,000 ― 660,000 

有形固定資産の取得によ

る支出 
  △489 △125 △1,807 

無形固定資産の取得によ

る支出 
  △285 ― △2,485 

敷金及び保証金の差入れ

による支出 
  ― △280,591 △16,100 

保険積立金の返戻による

収入 
  37,184 ― 37,241 

その他   △16,908 ― △3,556 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  79,502 1,893,667 △1,274,223 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ  

    ュ・フロー 
        

短期借入金の純増加額

（△純減少額） 
  4,101,500 △980,000 4,975,000 

長期借入金の返済による

支出 
  △1,559,150 △941,500 △1,766,150 

株式の発行による収入   153,615 1,993,000 153,615 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  2,695,965 71,500 3,362,465 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

    換算差額 
  5,989 297 6,035 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 

    額又は減少額（△） 
  △128,803 △654,004 494,313 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 

    残高 
  1,986,222 2,480,535 1,986,222 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間 

    期末（期末）残高 
※１ 1,857,418 1,826,531 2,480,535 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

  当社グループは、営業キャッシュ・フロー

のマイナスが継続しているとともに当中間連

結会計期間において営業損失が145,320千円

発生しており、当該状況により継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しております。 

  当社は、当該状況を解消すべく、金融機関

に引き続き支援をお願いし、平成18年２月20

日付で総額9,600,000千円のコミットメント

ラインの契約の更新を行いました。 

 また、中長期的な経営戦略である「改革プ

ラン」に従い、買付け作品を厳選してより利

益率の高い作品に買付・配給を集中させるこ

とによってマーケティングの効率化や経費の

削減を図るとともに、近年成長が著しい邦画

作品の自社製作を開始したことにより収益力

の改善を見込んでおります。加えて、ＵＳＥ

Ｎグループの一員としてＵＳＥＮのサービス

であるブロードバンド無料放送「ＧｙａＯ」

での広告を始めとしたグループ各社のシナジ

ーを 大限に利用することによって中長期経

営戦略である「改革プラン」の達成に向けて

邁進いたします。 

 なお、当中間連結財務諸表は、継続企業を

前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を反映しておりません。 

  当社グループは、前連結会計年度及び当中

間連結会計期間に営業損失を計上し、また、

５期連続の連結会計年度及び当中間連結会計

期間において当期（中間）純損失を計上し、

３期連続の連結会計年度及び当中間連結会計

期間において営業キャッシュ・フローもマイ

ナスの状況にもなっております。また、当中

間連結会計期間において1,258,911千円の債

務超過の状況となっております。こうした状

況から当社グループには継続企業の前提に関

する重要な疑義を抱かせることとなっており

ます。 

 当社グループは、親会社である株式会社Ｕ

ＳＥＮを中心とするＵＳＥＮグループにおい

て、映像コンテンツ事業の一翼として同社グ

ループ各社とのシナジーを図り事象の立て直

しに取り組んでまいりましたが、さらに抜本

的な事業構造構築が経営改善の柱であると判

断し、 

（１）購入作品の絞込みと収益機会の拡大 

（２）邦画作品への注力 

（３）映像コンテンツの管理運営業務へのシ

   フト 

（４）徹底したコスト削減 

を柱とする再生計画を立案中であり、更なる

経営改革を徹底することといたしました。 

 また、経営基盤増強のために、ＵＳＥＮグ

ループからの資本増強策により当該事象又は

状況を解消していく予定であります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義への

影響を中間連結財務諸表に反映しておりませ

ん。 

  当社グループは、前連結会計年度において

株式会社ＵＳＥＮ（以下、ＵＳＥＮとい

う。）の子会社となり、親会社の支援のもと

収益力の改善及び財務体質の強化に努め、債

務超過を解消しましたが、ビジネスモデルの

変更や社内体制の再構築を図る過程において

過年度の資産の評価の見直しや整理を進めて

いった結果、映像使用権等評価損等の多額の

特別損失を計上し4,130,302千円の当期純損

失を計上しており、継続企業の前提に関する

重要な疑義が生じておりました。 

  当連結会計年度においては、当該状況を解

消すべく買付作品数を厳選し、より利益率の

高い作品に買付・配給を集中させる傾向を強

化してマーケティングの効率化を図るととも

に、経費の削減強化にも努め、ＵＳＥＮグル

ープの映像・コンテンツ事業における中核企

業としてグループ各社のシナジーを具現化す

ることにより、収益力の改善及び財務体質の

強化に努めてまいりました。 

  しかしながら、大型公開作品の興行不振や

たな卸資産の評価替えによる原価の増加が利

益を圧迫し、当連結会計年度において

1,440,995千円の当期純損失を計上した結

果、602,246千円の債務超過となり、継続企

業の前提に関する重要な疑義が生じておりま

す。 

  当社グループは、このような状況を解消す

べく、平成18年10月17日に株式交換によりＵ

ＳＥＮの完全子会社となり、平成18年11月に

同社引受けによる2,000,000千円の第三者割

当増資を実施いたしました。また、金融機関

にも引き続き支援をお願いしており、当面の

資金調達に支障は生じないものと考えており

ます。 

  今後は、ＵＳＥＮの完全子会社として映

像・コンテンツ事業分野における戦略的提携

の取組みをさらに深化・加速させ、同時に安

定した財務基盤を背景に厳選買付・配給及び

自社製作等を積極的に展開することで収益機

会の拡大を図り、当社がこれまでインディペ

ンデントの映画配給会社として培ってきた目

利きやノウハウなどの『ソフト』とＵＳＥＮ

が有する無料ブロードバンド放送サービス

「ＧｙａＯ」や有線放送、カラオケボックス

などの幅広い『インフラ』を融合しつつ、映

画文化の向上に貢献し得る優良かつ魅力的な

映像・コンテンツを世の中に配信し、アジア

を代表するメジャースタジオを目指してまい

ります。 

  なお、連結財務諸表は、継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な疑義

の影響を反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (１）連結子会社の数 ３社 

(２）連結子会社の名称 

 (株)ギャガ・クロスメディ  

     ア・マーケティング 

 (株)キネマ旬報社 

 (株)ギャガ・デジタルブレイ 

     ン 

(１）連結子会社の数 － 

(２）連結子会社の名称 

  ─────── 

 株式会社ギャガ・デジタルブレ

イン（平成19年２月28日付で「マ

インドベース株式会社」へ社名変

更しております。）は、平成19年

２月23日をもって当社が保有する

全株式を売却したため、当中間連

結会計期間末をもって連結の範囲

から除外しておりますが、当中間

連結会計期間は、同社の損益計算

書のみ連結しております。 

(１）連結子会社の数 １社 

(２）連結子会社の名称 

 (株)ギャガ・デジタルブレイ 

     ン 

 株式会社ギャガ・クロスメディ

ア・マーケティング及びその子会

社である株式会社キネマ旬報社に

つきましては、平成18年８月18日

をもってギャガ・クロスメディア

マーケティングの当社保有全株式

を株式会社ＵＳＥＮへ売却したた

め、当連結会計年度末より連結の

範囲から除外しておりますが、当

連結会計年度は同２社の損益計算

書のみ連結しております。 

  (３）非連結子会社の名称及び連結 

 の範囲から除いた理由 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(３）非連結子会社の名称及び連 

   結の範囲から除いた理由 

    同左 

  

(３）非連結子会社の名称及び連結 

 の範囲から除いた理由 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

  非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余金等

は、いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

  非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(１）持分法を適用しない非連結子 

  会社及び関連会社の名称 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(株)ビットワークス・ジャパ 

    ン 

(株)BBB 

(１）持分法を適用しない非連結 

  子会社及び関連会社の名称 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(株)BBB 

(１）持分法を適用しない非連結子 

  会社及び関連会社の名称 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(株)BBB 

前連結会計年度まで持分法を適

用しない関連会社でありました株

式会社ビットワークス・ジャパン

につきましては、同社の親会社で

ある株式会社ギャガ・クロスメデ

ィア・マーケティングの連結範囲

からの除外に伴い、当連結会計年

度末より持分法を適用しない関連

会社から除外しております。 

  (２）持分法を適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として重要性

がないため持分法の適用の対象か

ら除外しております。 

(２）持分法を適用しない理由 

      同左 

(２）持分法を適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体として重要性がな

いため持分法の適用の対象から除

外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する

事項 

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

  ─────── 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(１）重要な資産の評価基準  

 及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

①有価証券 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

同左 

  

①有価証券 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

 当連結決算日の市場価格等に基

づく時価法 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

    なお、評価差額は全部資本直入

法により処理しており、売却原価

は移動平均法により算定しており

ます。 

  なお、評価差額は全部純資産直

入法により処理しており、売却原

価は移動平均法により算定してお

ります。 

  なお、評価差額は全部純資産直

入法により処理しており、売却原

価は移動平均法により算定してお

ります。 

  (ロ)時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(ロ)時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

  なお、投資事業有限責任組合へ

の出資（証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可

能な 近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

(ロ)時価のないもの 

      同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

(イ)仕掛品 

  個別法による原価法 

③たな卸資産 

(イ)仕掛品 

同左 

③たな卸資産 

(イ)仕掛品 

同左 

  (ロ)映像使用権 

 作品毎の映像使用権の金額を過

去の実績に基づいて劇場上映権、

ビデオ化権及びテレビ放映権の予

想収益（利益）に応じて按分し、

権利毎に使用による収益獲得時に

一括償却する方法 

(ロ)映像使用権 

  定率法による２年償却 

(ロ)映像使用権 

 作品毎の映像使用権の金額を過

去の実績に基づいて劇場上映権、

ビデオ化権及びテレビ放映権の予

想収益（利益）に応じて按分し、

権利毎に使用による収益獲得時に

一括償却する方法 

(２)重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

①有形固定資産 

同左 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

定額法 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

  ③長期前払費用 

   均等償却 

③長期前払費用 

  ─────── 

③長期前払費用 

  ─────── 

(３)重要な繰延資産の処理方

法 

①新株発行費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

①株式交付費 

同左 

①新株発行費 

同左 

(４)重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の賞与支給見込額のうち

当中間連結会計期間の負担に属す

る部分の金額を計上しておりま

す。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、翌連結会計年度の賞与支給見

込額のうち当連結会計年度の負担

に属する部分の金額を計上してお

ります。 

  ③返品調整引当金 

当社及び一部の連結子会社は、

売上返品による損失に備えるた

め、返品予測高に対する売上総利

益相当額を計上しております。 

③返品調整引当金 

当社において売上返品による損

失に備えるため、返品予測高に対

する売上総利益相当額を計上して

おります。 

③返品調整引当金 

    同左 

  ④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末におけ

る退職給付債務の額から年金資産

の額を控除した額を計上しており

ます。 

④退職給付引当金 

同左 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

(５）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(６）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(７）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例処

理の条件を充たしている場合に

は、特例処理を採用しておりま

す。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

将来の借入金金利の変動リスク

を回避する目的で金利スワップを

行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件に該当すること

を事前に確認しており、有効性の

判定は省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(８）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための重要な事項 

イ 消費税の処理方法 

税抜方式を採用しております。 

  なお、仮払消費税と仮受消費税

は相殺のうえ、流動負債のその他

に含めて表示しております。 

イ 消費税の処理方法 

税抜方式を採用しております。 

  なお、仮払消費税と仮受消費税

は相殺のうえ、流動資産のその他

に含めて表示しております。 

イ 消費税の処理方法 

税抜方式を採用しております。 

(９) 連結納税制度の適用  当中間連結会計期間より連結納

税制度を適用しております。 

 当社を連結納税親法人とする連

結納税制度を適用しておりました

が、平成18年10月17日付で株式会

社ＵＳＥＮの完全子会社になった

ことにより、連結納税の承認の取

消を受けております。 

 当連結会計年度より連結納税制

度を適用しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

  ―――――――――――     （会計方針の変更） 

 映像使用権の評価方法について

は、会社設立以降妥当と認められ

る会計処理を選択適用してきまし

たが、前連結会計年度まで採用し

ておりました予想収益（利益）に

応じて償却する方法が、近時の洋

画から邦画へのシフトやＶＯＤ等

の新たな媒体の出現による収益機

会（ウィンドウ）の多様化を受

け、費用収益の対応を図ることが

困難になりつつある状況に鑑み、

より客観的、保守的な償却方法を

適用すべきであると考え、償却期

間に関しては、ウィンドウの大部

分を占める期間としての２年を、

償却方法に関しては、劇場公開時

以降得られる収益分布割合が２年

定率法による償却率とほぼ同様と

認められることから、２年定率法

による償却方法に変更しました。 

 この変更に伴い、前期と同一の

償却方法によった場合に比べ、売

上原価は88,118千円増加し、売上

総損失、営業損失及び経常損失

は、それぞれ同額増加し、税金等

調整前中間純損失は875,986千円増

加しております。なお、過年度映

像使用権償却額787,867千円は特別

損失（映像使用権の償却方法の変

更に伴う損失）に計上しておりま

す。 

(連結貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会平

成17年12月９日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は、△602,246千

円であります。 

 また、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

（連結損益計算書の表示に関する

会計基準） 

 当連結会計年度から「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成18

年８月11日実務対応報告第19号)を

適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました「破産更生債権等」は、資産総額の100分の５を

超えたため、区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の金

額は下記のとおりであります。 

 （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「保険解約返戻金」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

なお、前中間連結会計期間の金額は下記のとおりであります。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しておりました「立替金の増加額」「預り

金の増加額」は、金額的に重要性が高まったため、当中間連結会計期

間より区分掲記しております。なお、それぞれの前中間連結会計期間

の金額は下記のとおりであります。 

 「破産更生債権等」 1,058,040千円 

    

 「保険解約返戻金」 3,921千円 

    

 「立替金の減少額」 1,997千円 

 「預り金の減少額」 △149,414千円 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで、流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「立替金」及び投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しておりました「投資有価証券」、また流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「預り金」は、それぞれが資産総額の100分

の５を超えたため、区分掲記しております。なお、前中間連結会計期

間の金額は下記のとおりであります。 

 （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「受取配当金」及び「受取手数料」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。なお、前中間連結会計期間の金額は下記のとおりであ

ります。 

―――――――――――   

 「立替金」 647,337千円 

 「投資有価証券」 976,942千円 

 「預り金」 860,119千円 

 「受取配当金」 600千円 

  「受取手数料」 97千円 

前中間連結会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

―――――――――――   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 前連結会計年度の下期より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来資本の部の合計に相当する金額は、純

資産合計と同額であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表により作成しております。 

―――――――――――   



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（平成18年８月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

31,588千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

15,754千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

17,233千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

  当社は映像使用権の流動化を図るため、

特別目的会社である有限会社シネ・トゥモ

ローとビデオグラム原盤複製頒布契約を締

結して資金を調達しておりますが、当該取

引を金融取引として会計処理しておりま

す。当該取引によって計上された主な資産

及び負債の当中間連結会計期間末残高は以

下のとおりであります。 

  なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモ

ローの金融機関からの借入金871,500千円

について、有限会社シネ・トゥモローを設

立したシネ・フェロー有限責任中間法人に

対する基金返還請求権3,000千円に質権が

設定されております。 

たな卸資産 490,726千円

短期借入金 871,500千円

 ※２．   ――――――――――― ※２．担保資産及び担保付債務 

  当社は映像使用権の流動化を図るため、 

 特別目的会社である有限会社シネ・トゥモ 

 ローとビデオグラム原盤複製頒布契約を締 

 結して資金を調達しておりますが、当該取 

 引を金融取引として会計処理しておりま 

 す。当該取引によって計上された主な資産 

 及び負債の期末残高は以下のとおりであり 

 ます。 

  なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモ

ローの金融機関からの借入金871,500千円

について、有限会社シネ・トゥモローを設

立したシネ・フェロー有限責任中間法人に

対する基金返還請求権3,000千円に質権が

設定されております。 

たな卸資産 490,726千円

短期借入金 871,500千円

 ３．貸出コミットメントライン契約 

  当社グループは、運転資金の効率的な調 

 達を行うため取引銀行10行と貸出コミット 

 メントライン契約を締結しております。 

  当中間連結会計期間末における貸出コミ 

 ットメントラインに係る借入未実行残高は 

 次のとおりであります。 

貸出コミットメントラ

インの総額 
9,600,000千円

借入実行残高 5,820,000千円

差引額 3,780,000千円

 ３．貸出コミットメントライン契約 

   当社グループは、運転資金の効率的な調 

  達を行うため取引銀行10行と貸出コミット 

  メントライン契約を締結しております。 

  当中間連結会計期間末における貸出コミ 

 ットメントラインに係る借入未実行残高は 

 次のとおりであります。 

貸出コミットメントラ

インの総額 
9,600,000千円

借入実行残高 7,488,000千円

差引額 2,112,000千円

 ３．貸出コミットメントライン契約 

  当社グループは、運転資金の効率的な調 

 達を行うため取引銀行10行と貸出コミット 

 メントライン契約を締結しております。 

  当連結会計年度末における貸出コミット 

 メントラインに係る借入未実行残高は次の 

 とおりであります。 

貸出コミットメントラ

インの総額 
   9,600,000千円

借入実行残高    8,468,000千円

差引額   1,132,000千円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※１．販売費および一般管理費のうち主要な

費目および金額は次のとおりでありま

す。 

※１．販売費および一般管理費のうち主要な

費目および金額は次のとおりでありま

す。 

※１．販売費および一般管理費のうち主要な

費目および金額は次のとおりでありま

す。 

役員報酬 109,504千円

給与手当 503,360千円

賞与引当金繰入額 94,964千円

退職給付費用 9,316千円

旅費交通費  86,167千円

福利厚生費   89,447千円

賃借料  108,721千円

貸倒引当金繰入額   63,967千円

業務委託費  173,510千円

役員報酬 31,587千円

給与手当 396,807千円

賞与引当金繰入額 46,825千円

退職給付費用 6,562千円

旅費交通費  52,277千円

福利厚生費  64,761千円

賃借料  58,433千円

貸倒引当金繰入額  39,331千円

業務委託費  162,730千円

役員報酬 221,658千円

給与手当  1,030,362千円

賞与引当金繰入額 173,409千円

退職給付費用  21,373千円

旅費交通費  158,748千円

福利厚生費  181,624千円

賃借料   179,074千円

貸倒引当金繰入額  103,548千円

業務委託費  355,617千円

 ※２．   ―――――――――――  ※２．   ――――――――――― ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりで

  あります。 

         器具及び備品 54千円 

 ソフトウェア 774千円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加12,500,000株は、第三者割当増資を行ったことによるものであります。 

         ２．普通株式の自己株式数の減少316株は、株式交換によるものであります。 

２．新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の発行済株式総数の増加591,716株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものでありま 

     す。 

２．新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 86,608,121 12,500,000 － 99,108,121 

合計 86,608,121 12,500,000 － 99,108,121 

自己株式        

普通株式 316 － 316 － 

合計 316 － 316 － 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注） 86,016,405 591,716 － 86,608,121 

合計 86,016,405 591,716 － 86,608,121 

自己株式        

普通株式 316 － － 316 

合計 316 － － 316 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高 

  と中間連結貸借対照表に掲記されてい 

   る科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高 

    と中間連結貸借対照表に掲記されてい 

    る科目の金額との関係 

※１.現金及び現金同等物の中間期末残高 

   と中間連結貸借対照表に掲記されてい 

   る科目の金額との関係 

（平成18年２月28日現在） （平成19年２月28日現在） （平成18年８月31日現在） 

   現金及び預金勘定と、現金及び現金 

   同等物は一致しております。 

     現金及び預金勘定と、現金及び現金 

    同等物は一致しております。 

 ２．株式の売却により連結子会社でなくな 

   った会社の資産及び負債の主な内訳 

    株式の売却により連結子会社でなくなっ 

   た株式会社ギャガ・デジタルブレイン（平 

   成19年２月28日付で「マインドベース株式 

   会社」へ社名変更しております。）の資産 

   及び負債の主な内訳は次のとおりでありま 

   す。 

（平成19年２月28日現在） 

流動資産 128,657千円

固定資産 49,144千円

資産合計 177,802千円

流動負債 101,372千円

固定負債 4,774千円

負債合計 106,146千円

     現金及び預金勘定と、現金及び現金 

    同等物は一致しております。 

 ２．株式の売却により連結子会社でなくな 

  った会社の資産及び負債の主な内訳 

    株式の売却により連結子会社でなくなっ 

   た株式会社ギャガ・クロスメディア・マー 

   ケティングの資産及び負債の主な内訳は次 

   のとおりであります。 

  

  

（平成18年８月31日現在） 

流動資産 2,292,238千円

固定資産 166,345千円

資産合計 2,458,584千円

流動負債 554,052千円

固定負債 52,291千円

負債合計 606,343千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

  ス取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

  ス取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

  ス取引 

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

   及び中間連結会計期間末残高相当額 

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額

  及び中間連結会計期間末残高相当額 

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額

  及び連結会計年度末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円)  

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
（千円） 

有形固
定資産 

57,674 28,003 8,652 21,018 

無形固
定資産 

70,453 57,193 － 13,260 

合計 128,127 85,196 8,652 34,278 

  
  
  
  
  
  
  

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
（千円）

有形固 
定資産 

13,704 6,747 6,956

無形固 
定資産 

35,451 33,287 2,163

合計 49,155 40,035 9,120

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

連結会
計年度
末残高
相当額 
(千円)

有形固
定資産 

48,923 18,791 30,131

無形固
定資産 

63,916 55,859 8,057

合計 112,840 74,650 38,189

(２）未経過リース料中間連結会計期間末残 

   高相当額 

(２）未経過リース料中間連結会計期間末残

  高相当額 

(２）未経過リース料連結会計年度末残高相

  当額 

１年内 21,595千円

１年超 21,980千円

 合計 43,575千円

リース資産減損勘定

の残高 

7,282千円

１年内 5,233千円

１年超 4,958千円

 合計 10,192千円

   

１年内 19,694千円

１年超 20,396千円

 合計 40,091千円

(３）支払リース料、リース資産減損勘定の 

   取崩額、減価償却費相当額及び支払利息 

   相当額 

(３）支払リース料、リース資産減損勘定の 

   取崩額、減価償却費相当額及び支払利息

  相当額及び減損損失 

(３）支払リース料、リース資産減損勘定の

  取崩額、減価償却費相当額及び支払利息

  相当額及び減損損失 

支払リース料 14,082千円

リース資産減損勘定

取崩 

2,496千円

減価償却費相当額 12,435千円

支払利息相当額 655千円

(注）当中間連結会計期間末において連結の 

  範囲から除外した株式会社ギャガ・デジ 

  タルブレイン（平成19年２月28日付で 

  「マインドベース株式会社」へ社名変更 

   しております。）の数値を支払リース 

   料、減価償却相当額、支払利息担当額に 

   含めております。 

支払リース料 11,878千円

減価償却費相当額 11,000千円

支払利息相当額 697千円

(注）当連結会計年度末において連結の範囲

  から除外した株式会社ギャガ・クロスメ 

   ディア・マーケティングの数値を支払リ 

   ース料、リース資産減損勘定取崩、減価 

   償却相当額、支払利息担当額に含めてお 

  ります。 

支払リース料 31,813千円

リース資産減損勘定  

取崩 

3,892千円

減価償却費相当額 28,867千円

支払利息相当額 2,035千円

(４）減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価 

     額を零とする定額法によっておりま 

   す。 

(４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(５）利息相当額の算定方法 

     リース料総額とリース物件の取得価 

     額相当額との差額を利息相当額とし、 

     各期への配分方法については、利息法 

     によっております。 

(６）     ―――――――――――   

(５）利息相当額の算定方法 

同左 

(６）減損損失について 

   リース資産に配分された減損損失はあ 

   りません。 

(５）利息相当額の算定方法 

同左 

(６）減損損失について 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成18年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

当中間連結会計期間（平成19年２月28日現在） 

１．時価評価されていない有価証券の内容 

  前中間連結会計期間末（平成18年２月28日） 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 26,737 229,744 203,007 

合計 26,737 229,744 203,007 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 138,502 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 608,695 

 合計 747,198 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 130,460 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 583,120 

 合計 713,580 



前連結会計年度（平成18年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

  前連結会計年度末（平成18年８月31日） 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 26,737 192,788 166,051 

合計 26,737 192,788 166,051 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 130,460 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 597,126 

合計 727,587 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年２月28日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成19年２月28日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度末（平成18年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 2,200,000 △86,262 △86,262 

合計 2,200,000 △86,262 △86,262 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 2,200,000 △58,059 △58,059 

合計 2,200,000 △58,059 △58,059 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 2,200,000 △76,914 △76,914 

合計 2,200,000 △76,914 △76,914 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(１）ストック・オプションの内容 

  （注）１．株式数に換算して記載しております。 

     ２．提出日の前月末現在（平成18年10月末現在）、ストックオプション制度を廃止したことにより、全て 

              失効しております。 

 
平成13年 

ストック・オプション 
平成14年 

ストック・オプション 

決議年月日 平成13年12月26日 平成14年12月20日 

付与対象者の区分及び数 当社取締役４名、当社従業員26名 
当社取締役４名、監査役１名、従業員

21名 

ストック・オプション数 普通株式  194,000株 普通株式 300,000株 

付与日 平成14年３月15日 平成15年４月11日 

権利確定条件 

  権利行使時においても、当社の取締

役または従業員であること。ただし、

対象者が当社の取締役または従業員の

地位を喪失した後、当社ならびに当社

の子会社及び関連会社の取締役、監査

役または従業員のいずれかの地位を得

た場合はこの限りではありません。 

 新株引受権を付与された者が死亡し

た場合は、当該者の権利は消滅するも

のとします。 

  権利行使時においても、当社の取締

役または従業員であること。ただし、

対象者が当社の取締役または従業員の

地位を喪失した後、当社ならびに当社

の子会社及び関連会社の取締役、監査

役または従業員のいずれかの地位を得

た場合はこの限りではありません。 

 新株引受権を付与された者が死亡し

た場合は、当該者の権利は消滅するも

のとします。 

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。   対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間  平成15年12月27日～平成18年12月26日  平成16年12月21日～平成21年12月20日



(２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成13年 

ストック・オプション 
平成14年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 － － 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 － － 

権利確定後      （株） － － 

前連結会計年度末 115,000 262,000 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 10,000 32,000 

未行使残 105,000 230,000 

 
平成13年 

ストック・オプション 
平成14年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 574 466 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

９月１日 至 平成19年２月28日）及び前連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

全セグメントの売上高、営業損益に占める映像関連事業の売上高、営業損益の割合がいずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

９月１日 至 平成19年２月28日）及び前連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

９月１日 至 平成19年２月28日）及び前連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額 ５円57銭

１株当たり中間純損失 ４円37銭

１株当たり純資産額 △12円70銭

１株当たり中間純損失 27円50銭

１株当たり純資産額 △6円95銭

１株当たり当期純損失 16円64銭

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、１

株当たり中間純損失が計上されて

いるため記載しておりません。 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株

当たり中間純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株

当たり当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

中間（当期）純損失（千円） 378,157 2,558,368 1,440,995 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純

損失(千円) 
378,157 2,558,368 1,440,995 

期中平均株式数（株） 86,571,844 93,030,692 86,589,972 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１

種類 105,000株、旧商

法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づく新

株予約権１種類 

240,000株及び新株引受

権付社債８種類 92,000

株。 

  なお、これらの詳細に

ついては、「新株予約権

の状況」に記載のとおり

であります。 

─────── 

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１

種類 105,000株、旧商法

第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づく新株

予約権１種類 230,000

株。 

  

  

  

 

  

  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

───────   (第三者割当増資について） 

 当社は、平成19年５月14日開催の取締役会

において第三者割当による新株式発行を決議

し、平成19年５月30日に払込みが完了いたし

ました。 

(１）目的 

 当社グループは、当中間連結会計期間にお 

いて2,558,368千円の中間純損失を計上し、  

1,258,911千円の債務超過となっております

が、このような状況を解消し、財務基盤を強 

化するため、第三者割当増資を実施すること 

といたしました。 

(２）新株式発行要領 

(３）増資調達資金の使途 

 当社グループにおける映像コンテンツの買 

付及び製作資金等に充当する予定でありま

す。 

①発行新株式数 普通株式70,989,115株

②発行価格 42.26円

③発行価格の総額  3,000,000,000円

④資本組入額 １株につき21.13円

⑤割当先及び株式数 株式会社アルメックス

  全株

⑥申込期日 平成19年５月29日

⑦払込期日 平成19年５月30日

（株式会社ＵＳＥＮとの株式交換について） 

 当社と株式会社ＵＳＥＮは、安定した財務

基盤を背景に良質なコンテンツの厳選買付・

配給及び自社製作等を積極的に展開し収益機

会の大幅な拡大を図ることを目的として、平

成18年８月18日に当社が株式会社ＵＳＥＮの

完全子会社となる株式交換契約を締結し、同

年９月27日開催の臨時株主総会において同株

式交換契約書の承認を得ております。また、

平成18年10月17日に当該株式交換の効力が発

生し、株式会社ＵＳＥＮの完全子会社となっ

ております。 

(１）株式交換契約の概要 

① 株式交換の内容 

  当社は、株式会社ＵＳＥＮと会社法767条

 ないし769条及び同法782条ないし792条に定

 める方法により株式交換を行います。 

② 株式交換日 平成18年10月17日 

③ 株式交換に際して交付する株式及び割当 

  当社は、株式交換日の前日の最終の当社

 の株主名簿に記載又は記録された株主のう

 ち、株式会社ＵＳＥＮを除く株主のうち、

 その所有する当社普通株式１株につき、株

 式会社ＵＳＥＮの普通株式0.15株をもっ 

 て、これを割当交付します。 

(２）株式会社ＵＳＥＮの概要 

代表者 代表取締役社長 宇野康秀 

資本金 50,906百万円 

住所  東京都千代田区永田町二丁目 

    11番１号 

① 主な事業内容 

  放送事業/ブロードバンド・通信事業/ 

 映像・コンテンツ事業/店舗事業/業務用 

 システム・プラント事業/人材関連事業/ 

 その他事業 

② 売上高及び当期純利益 

       （平成18年８月期） 

 ③ 資産、負債、資本の状況 

      （平成18年８月31日現在） 

売上高 182,009百万円

当期純利益 △8,889百万円

資産合計 376,075百万円

負債合計 303,446百万円

純資産合計 72,629百万円

 



(２）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

      (第三者割当増資について） 

  当社は、平成18年11月13日開催の取締役会 

 において第三者割当による新株式発行を決議 

 し、平成18年11月28日に払込みが完了いたし 

 ました。 

(１）目的 

  当社グループは、当連結会計年度におい

 て1,440,995千円の当期純損失を計上し、 

 602,246千円の債務超過となっております 

 が、このような状況を解消し、財務基盤を

 強化するため、第三者割当増資を実施する

 ことといたしました。 

(２）新株式発行要領 

(３）増資調達資金の使途 

  当社グループにおける映像コンテンツの

 買付及び製作資金等に充当する予定であり

 ます。 

①発行新株式数 普通株式12,500,000株

②発行価格  160円

③発行価格の総額  2,000,000,000円

④資本組入額 １株につき80円

⑤割当先及び株式数 株式会社ＵＳＥＮ

  全株

⑥申込期日 平成18年11月27日

⑦払込期日 平成18年11月28日



２【中間財務諸表等】 

(１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   1,320,609   1,826,531 2,374,612   

２．売掛金   2,964,285   1,619,659 1,366,882   

３．たな卸資産 ※２ 8,356,268   3,691,220 4,224,695   

４．前渡金   1,255,278   1,739,990 2,164,090   

５．共同買付立替
金 

  626,810   586,498 1,581,105   

６．立替金   －   922,860 1,501,239   

７．未収入金   3,613,901   2,241,468 2,611,614   

８．その他   1,263,494   638,213 304,332   

９．貸倒引当金   △208,337   △278,949 △243,406   

流動資産合計   19,192,311 91.1 12,987,493 92.1   15,885,166 93.6

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※１ 3,383   3,630 3,936   

２．無形固定資産   21,072   14,473 18,626   

３．投資その他の
資産 

        

  （1）投資有価証
  券 

  －   713,580 920,375   

  （2）破産更生債 
  権等  

  1,054,100   1,054,398 1,054,398   

（3）その他 ※２ 1,860,203   402,751 172,357   

（4）貸倒引当金   △1,074,605   △1,074,278 △1,074,503   

投資その他の
資産合計 

  1,839,697   1,096,451 1,072,628   

固定資産合計   1,864,153 8.9 1,114,556 7.9   1,095,191 6.4

資産合計   21,056,465 100.0 14,102,049 100.0   16,980,357 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金   2,232,005   1,235,576 2,260,474   

２．短期借入金 ※２ 9,488,000   7,628,000 9,479,500   

３．未払金   879,326   1,304,863 794,695   

４．前受金   3,152,916   1,139,761 1,126,806   

５．共同買付預り
金 

  2,580,914   1,737,449 942,531   

６. 預り金   －   824,097 1,418,338   

７．賞与引当金   46,956   41,901 51,769   

８．返品調整引当
金 

  5,461   8,438 6,075   

９．その他   1,043,366   123,659 132,990   

流動負債合計   19,428,948 92.3 14,043,749 99.6   16,213,181 95.5

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金   1,440,000   1,300,000 1,370,000   

２．退職給付引当
金 

  15,356   14,890 14,095   

３．その他   93,336   2,321 78,298   

固定負債合計   1,548,693 7.3 1,317,211 9.3   1,462,394 8.6

負債合計   20,977,641 99.6 15,360,961 108.9   17,675,576 104.1

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金   1,076,923 5.1 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金   76,923   － －   

資本剰余金合計   76,923 0.4 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金         

１．中間（当期）
未処理損失 

  1,195,237   － －   

利益剰余金合計   △1,195,237 △5.7 － －   － －

Ⅳ その他有価証券
評価差額金 

  120,403 0.6 － －   － －

Ⅴ 自己株式   △188 △0.0 － －   － －

資本合計   78,823 0.4 － －   － －

負債資本合計   21,056,465 100.0 － －   － － 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金   － － 2,076,923 14.7   1,076,923 6.3

２．資本剰余金         

(1）資本準備金   －   1,076,923 76,923   

資本剰余金合
計 

  － － 1,076,923 7.6   76,923 0.5

３．利益剰余金         

(1）その他利益
剰余金 

        

繰越利益剰
余金 

  －   △4,412,758 △1,947,361   

利益剰余金合
計 

  － － △4,412,758 △31.2   △1,947,361 △11.5

４．自己株式   － － － －   △188 △0.0

株主資本合計   － － △1,258,911 △8.9   △793,703 △4.7

Ⅱ 評価・換算差額
等 

        

１．その他有価証
券評価差額金 

  － － － －   98,484 0.6

評価・換算差額
等合計 

  － － － －   98,484 0.6

純資産合計   － － △1,258,911 △8.9   △695,218 △4.1

負債純資産合計   － － 14,102,049 100.0   16,980,357 100.0

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    8,100,081 100.0 4,716,218 100.0   15,373,828 100.0 

Ⅱ 売上原価    7,440,651 91.9 5,837,352 123.8   15,172,916 98.7

売上総利益又は
売上総損失(△) 

   659,429 8.1 △1,121,133 △23.8   200,911 1.3

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

   1,070,832 13.2 1,151,724 24.4   2,142,673 13.9

営業損失    411,402 △5.1 2,272,858 △48.2   1,941,761 △12.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  74,271 0.9 45,546 0.9   113,057 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  253,316 3.1 100,642 2.1   589,716 3.8

経常損失    590,447 △7.3 2,327,954 △49.4   2,418,420 △15.7

Ⅵ 特別利益 ※３  429,037 5.3 686,321 14.5   1,512,725 9.8

Ⅶ 特別損失 ※４  293,900 3.6 809,778 17.1   294,955 1.9

税引前中間（当
期）純損失 

   455,309 △5.6 2,451,412 △52.0   1,200,650 △7.8

法人税、住民税
及び事業税 

  △25,035 △25,035 △0.3 13,984 13,984 0.3 △18,252 △18,252 △0.1

中間（当期）純
損失 

   430,273 △5.3 2,465,396 △52.3   1,182,397 △7.7

前期繰越損失    764,964 －   － 

中間（当期）未
処理損失 

   1,195,237 －   － 

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰余金
利益剰余金合
計 

繰越利益剰余金

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

1,076,923 76,923 76,923 △1,947,361 △1,947,361 △188 △793,703 

中間会計期間中の変動額              

新株の発行 1,000,000 1,000,000 1,000,000 － － － 2,000,000 

中間純損失 － － － △2,465,396 △2,465,396 － △2,465,396 

自己株式の処分 － － － － － 188 188 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,000,000 1,000,000 1,000,000 △2,465,396 △2,465,396 188 △465,208 

平成19年２月28日 残高 
（千円） 

2,076,923 1,076,923 1,076,923 △4,412,758 △4,412,758 － △1,258,911 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

98,484 98,484 △695,218 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行 － － 2,000,000 

中間純損失 － － △2,465,396 

自己株式の処分 － － 188 

株主資本以外の項目の事業年度中の変動
額（純額） 

△98,484 △98,484 △98,484 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△98,484 △98,484 △563,693 

平成19年２月28日 残高 
（千円） 

－ － △1,258,911 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰余金
利益剰余金合
計 

繰越利益剰余金

平成17年８月31日 残高 
（千円） 

14,430,956 8,993,991 8,993,991 △23,189,912 △23,189,912 △188 234,847 

事業年度中の変動額              

新株予約権の行使による新株
の発行 

76,923 76,923 76,923 － － － 153,846 

当期純損失 － － － △1,182,397 △1,182,397 － △1,182,397 

欠損補填による資本金の減少 △13,430,956 － － 13,430,956 13,430,956 － － 

欠損補填による資本剰余金取
崩 

－ △8,993,991 △8,993,991 8,993,991 8,993,991 － － 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△13,354,033 △8,917,068 △8,917,068 21,242,551 21,242,551 － △1,028,551 

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

1,076,923 76,923 76,923 △1,947,361 △1,947,361 △188 △793,703 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年８月31日 残高 
（千円） 

112,128 112,128 346,976 

事業年度中の変動額      

新株予約権の行使による新株の発行 － － 153,846 

当期純損失 － － △1,182,397 

欠員補填による資本金の減少 － － － 

欠員補填による資本剰余金取崩 － － － 

株主資本以外の項目の事業年度中の変動
額（純額） 

△13,643 △13,643 △13,643 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△13,643 △13,643 △1,042,194 

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

98,484 98,484 △695,218 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

 当社は、営業キャッシュ・フローのマイナ

スが継続しているとともに当中間会計期間に

おいて営業損失が411,402千円発生してお

り、当該状況により継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

  当社は、当該状況を解消すべく、金融機関

に引き続き支援をお願いし、平成18年２月20

日付で総額9,600,000千円のコミットメント

ラインの契約の更新を行いました。 

  また、中長期的な経営戦略である「改革プ

ラン」に従い、買付け作品を厳選してより利

益率の高い作品に買付・配給を集中させるこ

とによってマーケティングの効率化や経費の

削減を図るとともに、近年成長が著しい邦画

作品の自社製作を開始したことにより収益力

の改善を見込んでおります。加えて、ＵＳＥ

Ｎグループの一員としてＵＳＥＮのサービス

であるブロードバンド無料放送「ＧｙａＯ」

での広告を始めとしたグループ各社のシナジ

ーを 大限に利用することによって中長期経

営戦略である「改革プラン」の達成に向けて

邁進いたします。 

 なお、当中間財務諸表は、継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑

義の影響を反映しておりません。 

 当社は、前事業年度及び当中間会計期間に

営業損失を計上し、また、５期連続の事業年

度及び当中間会計期間において当期（中間）

純損失を計上しております。また、当中間会

計期間末において1,258,911千円の債務超過

の状況となっております。こうした状況から

当社には継続企業の前提に関する重要な疑義

を抱かせることとなっております。 

  当社は、親会社である株式会社ＵＳＥＮを

中心とするＵＳＥＮグループにおいて、映像

コンテンツ事業の一翼として同社グループ各

社とのシナジーを図り事象の立て直しに取り

組んでまいりましたが、さらに抜本的な事業

構造構築が経営改善の柱であると判断し、 

（１）購入作品の絞込みと収益機会の拡大 

（２）邦画作品への注力 

（３）映像コンテンツの管理運営業務へのシ

   フト 

（４）徹底したコスト削減 

を柱とする再生計画を立案中であり、更なる

経営改革を徹底することといたしました。 

  また、経営基盤増強のために、ＵＳＥＮグ

ループからの資本増強策により当該事象又は

状況を解消していく予定であります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義への影響

を中間財務諸表に反映しておりません。 

 当社は、前事業年度において株式会社ＵＳ

ＥＮ（以下、ＵＳＥＮという。）の子会社と

なり、親会社の支援のもと収益力の改善及び

財務体質の強化に努め、債務超過を解消しま

したが、ビジネスモデルの変更や社内体制の

再構築を図る過程において過年度の資産の評

価の見直しや整理を進めていった結果、映像

使用権等評価損等の多額の特別損失を計上し

たことによって、4,364,833千円の当期純損

失を計上し、継続企業の前提に関する重要な

疑義が生じておりました。 

  当事業年度においては、当該状況を解消す

べく買付作品数を厳選し、より利益率の高い

作品に買付・配給を集中させる傾向を強化し

てマーケティングの効率化を図るとともに、

経費の削減強化にも努め、ＵＳＥＮグループ

の映像・コンテンツ事業における中核企業と

してグループ各社のシナジーを具現化するこ

とにより、収益力の改善及び財務体質の強化

に努めてまいりました。 

  しかしながら、大型公開作品の興行不振や

たな卸資産の評価替えによる原価の増加が利

益を圧迫し、当事業年度において1,182,397

千円の当期純損失を計上した結果、695,218

千円の債務超過となり、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

  当社は、このような状況を解消すべく、平

成18年10月17日に株式交換によりＵＳＥＮの

完全子会社となり、平成18年11月に同社引受

けによる2,000,000千円の第三者割当増資を

実施いたしました。また、金融機関にも引き

続き支援をお願いしており、当面の資金調達

に支障は生じないものと考えております。 

  今後は、ＵＳＥＮの完全子会社として映

像・コンテンツ事業分野における戦略的提携

の取組みをさらに深化・加速させ、同時に安

定した財務基盤を背景に厳選買付・配給及び

自社製作等を積極的に展開することで収益機

会の拡大を図り、当社がこれまでインディペ

ンデントの映画配給会社として培ってきた目

利きやノウハウなどの『ソフト』とＵＳＥＮ

が有する無料ブロードバンド放送サービス

「ＧｙａＯ」や有線放送、カラオケボックス

などの幅広い『インフラ』を融合しつつ、映

画文化の向上に貢献し得る優良かつ魅力的な

映像・コンテンツを世の中に配信し、アジア

を代表するメジャースタジオを目指してまい

ります。 

  なお、財務諸表は、継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義の影

響を反映しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(１）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(１）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(１）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

①時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基 

 づく時価法 

   なお、評価差額は全部資本直 

 入法により処理しており、売却 

 原価は移動平均法により算定し 

 ております。 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基 

 づく時価法 

   なお、評価差額は全部純資産 

 直入法により処理しており、売 

 却原価は移動平均法により算定 

 しております。 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく 

 時価法 

   なお、評価差額は全部純資産 

 直入法により処理しており、売 

 却原価は移動平均法により算定 

 しております。 

  ②時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

②時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

   なお、投資事業有限責任組合 

 への出資（証券取引法第２条第 

 ２項により有価証券とみなされ 

 るもの）については、組合契約 

 に規定される決算報告日に応じ 

 て入手可能な 近の決算書を基 

 礎とし、持分相当額を純額で取 

 り込む方法によっております。 

②時価のないもの 

同左 

  (２）デリバティブ 

 時価法 

(２）デリバティブ 

同左 

(２）デリバティブ 

同左 

  (３）たな卸資産 

①仕掛品 

個別法による原価法 

(３）たな卸資産 

①仕掛品 

同左 

(３）たな卸資産 

①仕掛品 

同左 

  ②映像使用権 

   作品毎の映像使用権の金額を 

  過去の実績に基づいて劇場上映 

  権、ビデオ化権及びテレビ放映 

  権の予想収益(利益)に按分し、 

  権利毎に使用による収益獲得時 

  に一括償却する方法 

②映像使用権 

  定率法による２年償却を採用 

 しております。 

②映像使用権 

  作品毎の映像使用権の金額を過 

 去の実績に基づいて劇場上映権、 

 ビデオ化権及びテレビ放映権の予 

 想収益(利益)に按分し、権利毎に 

 使用による収益獲得時に一括償却 

 する方法 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(１）有形固定資産 

 定率法 

(１）有形固定資産 

同左 

(１）有形固定資産 

同左 

  (２）無形固定資産 

 定額法 

(２）無形固定資産 

同左 

(２）無形固定資産 

同左 

  (３）長期前払費用 

 均等償却 

(３）長期前払費用 

  ─────── 

(３）長期前払費用 

  ─────── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

３．引当金の計上基準 (１）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備 

  えるため、一般債権については 

  貸倒実績率により、貸倒懸念債 

  権等特定の債権については個別 

  に回収可能性を勘案し、回収不 

  能見込額を計上しております。 

(１）貸倒引当金 

同左 

(１）貸倒引当金 

同左 

  (２）賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備える 

  ため、将来の賞与支給見込額の 

  うち当中間会計期間の負担に属 

  する部分の金額を計上しており 

  ます。 

(２）賞与引当金 

同左 

(２）賞与引当金 

     従業員の賞与の支給に備える 

   ため、賞与の翌期支給見込額の 

   うち当事業年度の負担に属する 

   部分の金額を計上しておりま 

   す。 

  (３）返品調整引当金 

    売上返品による損失に備える 

  ため、返品予測高に対する売上 

  総利益相当額を計上しておりま 

  す。 

(３）返品調整引当金 

    同左 

(３）返品調整引当金 

同左 

  

(４）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるた 

  め、当中間会計期間末における 

  退職給付債務及び年金資産の見 

  込額に基づき、計上しておりま 

  す。 

(４）退職給付引当金 

同左 

(４）退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるた 

   め、当事業年度末における退職 

   給付債務及び年金資産の見込額 

   に基づき、計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間 

  決算日の直物為替相場により円 

  貨に換算し、換算差額は損益と 

  して処理しております。 

同左    外貨建金銭債権債務は、期末 

  日の直物為替相場により円貨に 

  換算し、換算差額は損益として 

  処理しております。 

５．リース取引の処理方法    リース物件の所有権が借主に 

  移転すると認められるもの以外 

  のファイナンス・リース取引に 

  ついては、通常の賃貸借取引に 

  係る方法に準じた会計処理によ 

  っております。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについて、特例 

 処理の条件を充たしている場合 

 には、特例処理を採用しており 

 ます。 

(１)ヘッジ会計の方法 

同左 

(１)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (３)ヘッジ方針 

   将来の借入金金利の変動リス 

 クを回避する目的で金利スワッ 

 プを行っており、ヘッジ対象の 

 識別は個別契約ごとに行ってお 

 ります。 

(３)ヘッジ方針 

同左 

(３)ヘッジ方針 

同左 

  (４)ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理の要件に該当するこ 

 とを事前に確認しており、有効 

 性の判定は省略しております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(１)消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

   なお、仮払消費税と仮受消費 

  税は相殺のうえ、流動負債のそ 

  の他に含めて表示しておりま 

  す。 

(１)消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

   なお、仮払消費税と仮受消費 

  税は相殺のうえ、流動資産のそ 

  の他に含めて表示しておりま 

  す。 

(１)消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

  (２)連結納税制度の適用 

   当中間会計期間より連結納税 

  制度を適用しております。 

(２)連結納税制度の適用 

   当社を連結納税親法人とする 

  連結納税制度を適用しておりま 

  したが、平成18年10月17日付で 

  株式会社ＵＳＥＮの完全子会社 

  になったことにより、連結納税 

  の承認の取消を受けておりま 

  す。 

(２)連結納税制度の適用 

   当事業年度から連結納税制度 

  を適用しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

           ────────  （会計方針の変更） 

 映像使用権の評価方法について

は、会社設立以降妥当と認められ

る会計処理を選択適用してきまし

たが、前事業年度まで採用してお

りました予想収益（利益）に応じ

て償却する方法が、近時の洋画か

ら邦画へのシフトやＶＯＤ等の新

たな媒体の出現による収益機会

（ウィンドウ）の多様化を受け、

費用収益の対応を図ることが困難

になりつつある状況に鑑み、より

客観的、保守的な償却方法を適用

すべきであると考え、償却期間に

関しては、ウィンドウの大部分を

占める期間としての２年を、償却

方法に関しては、劇場公開時以降

得られる収益分布割合が２年定率

法による償却率とほぼ同様と認め

られることから、２年定率法によ

る償却方法に変更しました。 

 この変更に伴い、前期と同一の

償却方法によった場合に比べ、売

上原価は88,118千円増加し、売上

総損失、営業損失及び経常損失

は、それぞれ同額増加し、税引前

中間純損失は875,986千円増加して

おります。なお、過年度映像使用

権償却額787,867千円は特別損失

（映像使用権の償却方法の変更に

伴う損失）に計上しております。 

  (貸借対照表の純資産の部の表示 

 に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号)を適用しており

ます。これによる損益に与える影

響はありません。 

  なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は、△695,218

千円であります。 

  また、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

１．前事業年度における「資本の

部」は、当事業年度から「純資産

の部」となり、「純資産の部」は

「株主資本」として表示しており

ます。 

２．前事業年度において独立掲記

しておりました「資本金」、「資

本剰余金」及び「利益剰余金」は

当事業年度において、「株主資

本」の内訳として表示しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

 （損益計算書の表示に関する会

計基準） 

   当事業年度から「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成18年

８月11日実務対応報告第19号)を

適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 

 （自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

（貸借対照表） 

 前中間会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しておりました「破産更生債権等」は、資産総額の100分の５を超え

たため、区分掲記しております。なお、前中間会計期間の金額は下記

のとおりであります。 

 「破産更生債権等」 1,054,100千円 

    

（貸借対照表） 

 前中間会計期間まで、流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「立替金」及び投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「投資有価証券」、また流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「預り金」は、それぞれが資産総額の100分の５

を超えたため、区分掲記しております。なお、前中間会計期間の金額

は下記のとおりであります。 

 「立替金」 637,478千円 

 「投資有価証券」 960,134千円 

 「預り金」 843,698千円 

前中間会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 

 （自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

―――――――――――   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 前事業年度の下期より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来資本の部の合計に相当する金額は、純

資産合計と同額であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

―――――――――――   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前事業年度 
（平成18年８月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

15,378千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

15,754千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

15,324千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

    当社は映像使用権の流動化を図るた 

   め、特別目的会社である有限会社シネ・ 

   トゥモローとビデオグラム原盤複製頒布 

   契約を締結して資金を調達しておりま 

   す。当該取引によって計上された主な資 

   産及び負債の当中間会計期間末残高は以 

  下のとおりであります。 

    なお、上記のほか有限会社シネ・トゥ 

   モローの金融機関からの借入金871,500 

   千円について、有限会社シネ・トゥモロ 

   ーを設したシネ・フェロー有限責任中間 

   法人に対する基金返還請求権3,000千円 

   に質権が設定されております。 

たな卸資産 490,726千円

短期借入金 871,500千円

 ※２．   ――――――――――― ※２．担保資産及び担保付債務 

     当社は映像使用権の流動化を図るた 

   め、特別目的会社である有限会社シネ・ 

   トゥモローとビデオグラム原盤複製頒布 

   契約を締結して資金を調達しておりま 

   す。当該取引によって計上された主な資 

   産及び負債の期末残高は以下のとおりで 

   あります。 

   なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモ 

  ローの金融機関からの借入金 871,500千円 

  について、有限会社シネ・トゥモローを設 

  立したシネ・フェロー有限責任中間法人に 

  対する基金返還請求権3,000千円に質権が 

  設定されております。 

映像使用権 490,726千円

短期借入金 871,500千円

３．貸出コミットメントライン契約 

   当社は、運転資金の効率的な調達を行 

  うため取引銀行10行と貸出コミットメン 

   トライン契約を締結しております。 

    当中間会計期間末における貸出コミッ 

   トメントラインに係る借入未実行残高は 

   次のとおりであります。 

３．貸出コミットメントライン契約 

    当社は、運転資金の効率的な調達を行 

   うため取引銀行10行と貸出コミットメン 

   トライン契約を締結しております。 

    当中間会計期間末における貸出コミッ 

   トメントラインに係る借入未実行残高は 

   次のとおりであります。 

３．貸出コミットメントライン契約 

    当社は、運転資金の効率的な調達を行 

   うため取引銀行10行と貸出コミットメン 

   トライン契約を締結しております。 

    当事業年度末における貸出コミットメ 

   ントラインに係る借入未実行残高は次の 

   とおりであります。 

 貸出コミットメント

ラインの総額 
9,600,000千円

 借入実行残高 5,820,000千円

差引額 3,780,000千円

 貸出コミットメント

ラインの総額 
9,600,000千円

 借入実行残高 7,488,000千円

差引額 2,112,000千円

 貸出コミットメント

ラインの総額 
9,600,000千円

 借入実行残高 8,468,000千円

差引額 1,132,000千円

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 281千円

為替差益 9,688千円

保険解約返戻金 30,132千円

デリバティブ利益 

  

11,219千円

  

受取利息 3,673千円

受取配当金 14,473千円

為替差益 70千円

受取手数料  23,816千円

デリバティブ利益 1,222千円

受取利息 551千円

為替差益 14,040千円

受取手数料  8,972千円

投資事業組合収益 2,684千円

還付加算金 972千円

保険解約返戻金 30,132千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 128,385千円

支払手数料 122,723千円

    

    

支払利息 76,116千円

支払手数料 12,971千円

株式交付費 10,889千円

支払利息 216,712千円

支払手数料 343,287千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

関係会社株式売却益 427,781千円 前期損益修正益 112,242千円

投資有価証券売却益 120,364千円

関係会社株式売却益 450,000千円

関係会社株式売却益 1,511,468千円

 ※４．特別損失のうち主要なもの 

劇場公開中止損失 288,836千円

 ※４．特別損失のうち主要なもの 

映像使用権の償却方

法の変更に伴う損失

 

787,867千円

前期損益修正損 12,648千円

 ※４．特別損失のうち主要なもの 

劇場公開中止損失 288,836千円

  ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額 

有形固定資産 314千円

無形固定資産 4,384千円

有形固定資産 430千円

無形固定資産 4,527千円

有形固定資産 737千円

無形固定資産 9,029千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式数の減少316株は、株式交換によるものであります。 

前事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 316 － 316 － 

合計 316 － 316 － 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 316 － － 316 

合計 316 － － 316 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると  

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償

  却累計額相当額及び中間会計期間末残高 

   相当額 

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

   及び中間会計期間末残高相当額 

(１）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間会
計期間
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資
産 

20,800 10,758 10,041

無形固定資
産 

59,879 50,462 9,417

合計 80,679 61,220 19,459

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間会
計期間
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産 

13,704 6,747 6,956

無形固定資
産 

35,451 33,287 2,163

合計 49,155 40,035 9,120

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資
産 

17,020 8,573 8,446

無形固定資
産 

53,342 47,620 5,722

合計 70,363 56,194 14,169

(２）未経過リース料中間会計期間末残高相 

   当額 

(２）未経過リース料中間会計期間末残高相 

   当額 

(２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10,574千円 

１年超 10,192千円 

 合計 20,766千円 

１年内 5,233千円 

１年超 4,958千円 

 合計 10,192千円 

１年内 9,622千円 

１年超 5,772千円 

 合計 15,395千円 

(３）支払リース料、減価償却費相当額及び 

   支払利息相当額 

(３）支払リース料、減価償却費相当額及び 

   支払利息相当額 

(３）支払リース料、減価償却費相当額及び 

   支払利息相当額 

 支払リース料 8,215千円 

 減価償却費相当額 7,480千円 

 支払利息相当額 317千円 

 支払リース料 5,450千円 

 減価償却費相当額 5,048千円 

 支払利息相当額 247千円 

 支払リース料 13,916千円 

 減価償却費相当額 12,770千円 

 支払利息相当額 647千円 

(４）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額 

   を零とする定額法によっております。 

(４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(５）利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額 

   相当額との差額を利息相当額とし、各期 

   への配分方法については、利息法によっ 

   ております。 

(５）利息相当額の算定方法 

同左 

(５）利息相当額の算定方法 

同左 

(６）     ―――――――――――   

  

(６）減損損失について 

    リース資産に配分された減損損失はあ 

    りません。 

(６）     ―――――――――――   



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

     ───────  （第三者割当増資について） 

  当社は、平成19年５月14日開催の取締役会 

において第三者割当による新株式発行を決議

し、平成19年５月30日に込みが完了いたしま

した。 

(１）目的 

 当社は、当中間会計期間において2,465,396

千円の中間純損失を計上し、1,258,911千円の

債務超過となっておりますが、このような状

況を解消し、財務基盤を強化するため、第三

者割当増資を実施することといたしました。 

(２）新株式発行要領 

(３）増資調達資金の使途 

 当社における映像コンテンツの買付及び製

作資金等に充当する予定であります。 

①発行新株式数 普通株式70,989,115株

②発行価格 42.26円

③発行価格の総額  3,000,000,000円

④資本組入額 １株につき21.13円

⑤割当先及び株式数 株式会社アルメックス

  全株

⑥申込期日 平成19年５月29日

⑦払込期日 平成19年５月30日

（株式会社ＵＳＥＮとの株式交換について） 

 当社と株式会社ＵＳＥＮは、安定した財務

基盤を背景に良質なコンテンツの厳選買付・

配給及び自社製作等を積極的に展開し収益機

会の大幅な拡大を図ることを目的として、平

成18年８月18日に当社が株式会社ＵＳＥＮの

完全子会社となる株式交換契約を締結し、同

年９月27日開催の臨時株主総会において同株

式交換契約書の承認を得ております。また、

平成18年10月17日に当該株式交換の効力が発

生し、株式会社ＵＳＥＮの完全子会社となっ

ております。 

(１）株式交換契約の概要 

① 株式交換の内容 

  当社は、株式会社ＵＳＥＮと会社法767

 条ないし769条及び同法782条ないし792条

 に定める方法により株式交換を行います。 

② 株式交換日 平成18年10月17日 

③ 株式交換に際して交付する株式及び割当 

  当社は、株式交換日の前日の 終の当社

 の株主名簿に記載又は記録された株主のう

 ち、株式会社ＵＳＥＮを除く株主のうち、

 その所有する当社普通株式１株につき、株

 式会社ＵＳＥＮの普通株式0.15株をもっ 

 て、これを割当交付します。 

(２）株式会社ＵＳＥＮの概要 

代表者 代表取締役社長 宇野康秀 

資本金 50,906百万円 

住所  東京都千代田区永田町二丁目 

    11番１号 

① 主な事業内容 

  放送事業/ブロードバンド・通信事業/ 

 映像・コンテンツ事業/店舗事業/業務用シ

 ステム・プラント事業/人材関連事業/その

 他事業 

② 売上高及び当期純利益 

       （平成18年８月期） 

 ③ 資産、負債、資本の状況 

      （平成18年８月31日現在） 

売上高 182,009百万円

当期純利益 △8,889百万円

資産合計 376,075百万円

負債合計 303,446百万円

純資産合計 72,629百万円

 



前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

     (第三者割当増資について） 

  当社は、平成18年11月13日開催の取締役会

において第三者割当による新株式発行を決議

し、平成18年11月28日に払込みが完了いたし

ました。 

(１）目的 

  当社は、当事業年度において1,182,397千

 円当期純損失を計上し、695,218千円の債務

 超過となっておりますが、このような状況

 を解消し、財務基盤を強化するため、第三

 者割当増資を実施することといたしまし 

 た。 

(２）新株式発行要領 

(３）増資調達資金の使途 

  当社における映像コンテンツの買付及び

 製作資金等に充当する予定であります。 

①発行新株式数 普通株式12,500,000株

②発行価格  160円

③発行価格の総額  2,000,000,000円

④資本組入額 １株につき80円

⑤割当先及び株式数 株式会社ＵＳＥＮ

  全株

⑥申込期日 平成18年11月27日

⑦払込期日 平成18年11月28日



(２）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （１）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第21期）（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日）平成18年11月30日関東財務局長に提出 

 （２）半期報告書の訂正報告書 

     平成18年11月10日関東財務局長に提出 

      平成18年７月14日提出の半期報告書の訂正報告書に係る訂正報告書であります。 

      平成18年11月13日関東財務局長に提出 

      平成18年７月14日提出の半期報告書の訂正報告書に係る訂正報告書であります。 

      平成18年11月13日関東財務局長に提出 

      平成18年７月14日提出の半期報告書の訂正報告書に係る訂正報告書であります。 

       平成18年11月13日関東財務局長に提出 

       平成18年７月14日提出及び平成18年11月10日提出の半期報告書の訂正報告書に係る訂正報告書であります。 

 （３）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

     平成18年11月13日関東財務局長に提出 

     平成19年５月14日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年７月１２日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 堤 佳史   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．「半期報告書の訂正報告書の提出理由」に記載されているとおり、会社は過年度売上値引及び売上戻り損失等で処

理していた売上の取消し処理を、対応する事業年度で取り消し処理すること等とし、当該中間連結会計期間の中間

連結財務諸表を訂正している。 

この訂正の結果、中間連結貸借対照表に与える主な影響としては、たな卸資産が89,509千円増加し、前受金が

58,800千円増加している。また、中間連結損益計算書については売上高が85,000千円増加したこと等により、営業

損失、経常損失及び税金等調整前中間純損失がそれぞれ27,106千円減少している。 

２．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、営業キャッシュ・フローのマイナスが継続しているとともに当中間

連結会計期間において営業損失が145,320千円発生しており、当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。 

当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は、継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成19年５月30日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 川野 佳範   印 

  業務執行社員 公認会計士 岩田 亘人   印 

  業務執行社員 公認会計士 山本 公太   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ギャガ・コミュニケーションズの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は継続して営業損失および当期純損失

  を計上しており、営業キャッシュ・フローも継続してマイナスとなっている。また、当中間連結会計期間末におい

  て1,258,911千円の債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する

  経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

  重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は映像使用権の評価方法につい

  て、予想収益に応じて償却する方法から２年定率法による償却方法へ変更した。 

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年５月30日に第三者割当増資を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年７月１２日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 堤 佳史   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの第２１期事業年度の中間

会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

追記情報 

１．「半期報告書の訂正報告書の提出理由」に記載されているとおり、会社は過年度売上値引及び売上戻り損失等で処

理していた売上の取消し処理を、対応する事業年度で取り消し処理すること等とし、当該中間会計期間の中間財務

諸表を訂正している。 

 この訂正の結果、中間貸借対照表に与える主な影響としては、たな卸資産が89,509千円増加し、前受金が58,800

千円増加している。また、中間損益計算書については売上高が85,000千円増加したこと等により、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失がそれぞれ27,106千円減少している。 

２．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、営業キャッシュ・フローのマイナスが継続しているとともに当中間

会計期間において営業損失が411,402千円発生しており、当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。 

 当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成19年５月30日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 川野 佳範  印 

  業務執行社員 公認会計士 岩田 亘人  印 

  業務執行社員 公認会計士 山本 公太  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ギャガ・コミュニケーションズの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第22期事業年度の中間会計期間（平

成18年９月１日から平成19年２月28日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年９月１日から平成19月２月28日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は継続して営業損失および当期純損失

  計上しており、営業キャッシュ・フローも継続してマイナスとなっている。また、当中間会計期間末において1,25

  8,911千円の債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計

  画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義

  の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は映像使用権の評価方法について、

  予想収益に応じて償却する方法から２年定率法による償却方法へ変更した。 

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年５月30日に第三者割当増資を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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